
事業所　【出典：政策局統計情報課】

—事業所数、従業員数ともに市内18区中最多—

事業所数及び従業者数の推移 ［平成26年7月１日現在］

平成21年 平成24年 平成26年 平成21年 平成24年 平成26年

第１次産業 農林漁業 11 4 6 87 63 42

鉱業、採掘業、砂利採取業 - - - - - -

建設業 675 633 623 8,869 7,732 7,137

製造業 326 252 285 4,856 4,865 6,212

電気・ガス・熱供給・水道業 19 10 17 1,891 995 1,570

情報通信業 419 356 367 12,056 11,000 10,768

運輸業、郵便業 910 806 820 23,587 17,802 19,006

卸売業、小売業 3,212 3,005 3,157 30,713 25,781 28,841

金融業、保険業 351 355 347 7,387 7,552 7,357

不動産業、物品賃貸業 1,299 1,214 1,234 7,595 7,881 7,074

学術研究、専門・技術サ-ビス業 1,378 1,244 1,356 8,838 8,047 8,405

宿泊業、飲食サービス業 3,058 2,783 2,929 27,107 25,511 27,544

生活関連サ-ビス業、娯楽業 950 904 957 9,829 8,560 7,519

教育、学習支援業 284 247 330 5,093 3,612 5,894

医療、福祉 760 762 927 11,085 12,557 14,525

複合サ-ビス事業 39 37 32 616 714 835

サ-ビス業（他に分類されないもの） 1,055 998 1,079 24,818 26,838 23,404

公務 107 - 100 19,133 - 19,210

14,853 13,610 14,566 203,560 203,560 195,343

区別事業所数 区別従業者数

３　産業

総数

第２次産業

事業所数 従業者数

第３次産業

平成26年経済センサス-基礎調査の横浜市結果報告によると、事業所数は14,566事業所、従業者
数は195,343人で、いずれも市内18区中最多となっています。
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※小数点第２位を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合があります。

（単位：人）


